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４．配当等により利益の流出が行われないための方策等  

(1) 基本的考え方 

三井住友フィナンシャルグループは、業務の再構築、リストラによる経費削減、不良

債権残高の削減や政策投資株式圧縮によるバランスシートの改善、等の早期実現を通じ

て収益力の強化を図り、着実な内部留保の蓄積を図ってまいります。これにより TierⅠ

資本の質・量をともに充実させることを第一義的方針と致します。 

 

(2) 配当、役員報酬・賞与についての考え方 

配当につきましては、内部留保の蓄積を図るために、12 年度の 6 円から、13 年度：4

円、14 年度：3,000 円(従来の普通株式1 株当たり 3 円配当に相当)と減配してまいりま

したが、グループ収益力を早期に強化し、自己資本の充実に目処をつけた上で、株主重

視の考え方に則った配当方針を展望してまいります。従いまして、本計画を適切に履行

してまいります上は、当期利益が 2 年連続で安定的な黒字を確保出来る 16 年度以降、普

通株式配当を 1,000 円/年と徐々に増配を検討してまいります。 

また、役員報酬・賞与につきましても、配当の考え方と同様に、内部留保の蓄積状況、

中期的な業績展望等を慎重に検討した上で、適正な支給水準を検討してまいりたいと考

えております。支給額の水準につきましては、社外取締役等をメンバーとする報酬委員

会(取締役会の内部委員会)の審議を経て決定してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 


